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報道各位                           17 September 2002 
 

「自然エネルギー市民委員会～新エネ利用特措法を検証する～」開催のお知らせ 
 

CONTACT: 飯田哲也、大林ミカ、畑直之 

「自然エネルギー促進法」推進ネットワーク 

phone: 03-5366-1186、FAX: 03-3358-5359、email: gen@jca.apc.org 

 

 皆様ご存知の通り、自然エネルギーの促進に関する法制度として、今年 5 月末に「電気事業者による新エ
ネルギー等の利用に関する特別措置法」（以下、新エネ利用特措法）が国会で成立、今後は同法のもとで国の

新エネルギー市場拡大政策が進められることになりました。 
 私たち「自然エネルギー促進法」推進ネットワーク（GEN）は、RPS型の新エネ利用特措法について、法
案段階から様々な問題点を指摘してまいりました。政府が同法の政省令策定プロセスに移りつつある今、法

律として成立した新エネ利用特措法と策定される政省令を検証することが必要であると考えます。 
 そこで私たちは、新エネ利用特措法を様々な角度から分析・検討してその問題点を整理・提言することに

よって、同法の政省令を少しでも良いものとし、国の仕組みを自然エネルギー普及促進に少しでも効果のあ

る制度としていくために、「自然エネルギー市民委員会～新エネ利用特措法を検証する～」を開催することと

致しました。 
 「市民委員会」は今後月に１回のペースで開催し、年内に提言のまとめを行う予定です。 
 第 1回の委員会は、下記の要領にて開催いたします。 
 
日 時：９月 26日（木）15時～17時 
場 所：参議院議員会館第 3・4会議室（東京・永田町） 
参加者：委員…NGO・自然エネルギー事業者・地方自治体・研究者（下記をご参照下さい） 
    オブザーバー…地方自治体・自然エネルギー促進議員連盟・関係省庁・電力会社 
 
 委員として下記の方々に参加をお願いしております。（敬称略） 
 
鮎川ゆりか（WWFジャパン（世界自然保護基金日本委員会）） 
池田こみち（環境総合研究所） 
伊藤 康 （千葉商科大学） 
岡崎時春 （ＦoＥ Japan（旧地球の友ジャパン）） 
糟谷正義 （日鉄鹿児島地熱株式会社） 
上岡直見 （環境自治体会議環境政策研究所） 
河田鐵雄 （ホームサイエンス舎） 
久保田徳満（風力発電推進市町村全国協議会） 
佐藤一子 （ソフトエネルギープロジェクト） 
正田 剛 （日本自然エネルギー株式会社） 
西田圭一 （太陽光発電協会） 
畑 直之 （気候ネットワーク／「自然エネルギー促進法」推進ネットワーク） 
藤原寿和 （止めよう！ダイオキシン汚染・関東ネットワーク） 
堀 俊夫 （風力発電事業者懇話会） 
吉岡洋介 （奈良県緑化推進協会） 
渡辺雅樹 （持続可能社会研究会） 
飯田哲也 （「自然エネルギー促進法」推進ネットワーク） 
大林ミカ （「自然エネルギー促進法」推進ネットワーク） 

以上 


